
個票

個票

）

①

1_1_1 結婚支援センターの開設・運営、マッチングシステムの構築

個 別 事 業 名 とちぎ結婚支援センター運営事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

（都道府県分）

事 業 メ ニ ュ ー 地域結婚支援重点推進事業

区 分 一般メニュー

自治体名 栃木県

地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書（令和５年度当初）

(都道府県：

※（注）３

個
別
事
業
の
内
容

番号 項目

別紙様式第１　様式2-1

・センター利用者の声を踏まえて業務の効率化を進めるとともに、センター運営の趣旨に賛同いただける企業・団体等を増やし、将来的に
センター運営を自走させることにより、結婚の希望をかなえる取り組みを継続的に実施できる体制づくりを進める。

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】

【次年度以降に向けた事業の方向性】

　

栃木県

年度

関 連 事 業 メ ニ ュ ー

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け
※（注）２

（地域における実情と課題及び本個別事業の位置付け ）

本事業の担当部局名 保健福祉部こども政策課

実施期間 交付決定日 ～ 令和6年3月31日 事業開始年度 平成28

1
結婚支援センター
の運営

対象経費支出予定額
※（注）１ 27,340,641 円

○

KPI
設定

ステップ
アップ

2

会員がセンターで活動しやすく、更には結婚の希望をかなえられるようにするため、結婚支援
センターの運営として、以下の取り組みを行う。
・年末年始とお盆休み以外開所、及び仕事帰りに対応するため、平日は11時～20時開所、土
日は9時～18時開所
・マッチングシステムによるお引き合わせ
・センター職員スキルアップ研修会、クレーム対応研修会（サテライトセンター含む）及び結婚
サポーター（ボランティア）のスキルアップ研修会（各年1回）
・会員数の増加及びセンター認知度向上のための周知広報（チラシ、HP）
・個別相談会の実施（年2回）
・会員アンケートの実施（年１回）

　

（課題への対応）

　とちぎ結婚支援センターは、平成２９年１月に運営を開始し、現在、宇都宮市内に本部を構え、足利市、小山市、那須
塩原市（運営は各市）をサテライトセンターを設置している。
　令和２年からオンライン化を進め、令和３年には登録からお引き合わせまでオンラインで行えるようし、また、令和４
年は、お引き合わせ後、３人とまでチャットでプレ交際ができるシステムを導入する等、数十分のお引き合わせから交
際に進むのに不安な女性のニーズや、オンライン化を進めるなど若者のニーズに合わせた運用を行っている。
　一方、登録者数は２千人程度と伸び悩んでおり、また、女性の割合が35％程度と少ないため、引き続き登録者を増
やす必要がある。

・チラシやポスター、HPなどによる周知広報
・結婚支援婚シェルジュを活用した企業訪問
・出張相談会の実施
・とちぎ出会いサポート事業（結婚サポーター：ボランディア）による結婚支援センターの周知
・サテライトセンターと連携した写真撮影会等のイベントの周知
・新規に任命する結婚支援コンシェルジュを活用した周知のほか、ふたりの未来応援アンバサダーや結婚意識を喚起
するための情報発信事業等、オンラインや非デジタルを多方面から活用した結婚支援センター登録の勧誘

＜地域における実情と課題＞
○栃木県においては、県の少子化対策をまち・ひと・しごと創生法第９条第1項に規定される計画として、「とちぎ創生
15（いちご）戦略」を策定し（令和2～6年度）、「とちぎで結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる
地域社会をつくる」ことを基本目標の一つとし、「結婚支援の充実（戦略９）」を掲げ、「結婚を前向きにとらえる意識の
醸成」「若い世代への出会いの機会の提供」の取組を推進することとしている。

○栃木県は、婚姻率が令和元年が4.5、令和3年で3.8（全国4.1）と経年的に低下しており、また、2020年国勢調査によ
ると、30～44歳の独身男性の女性超過率は34.2％であり、独身男性の多い県でもあるため、緊急に対策を講じる必要
がある。

＜本個別事業の位置付け＞
○栃木県では、重点課題として「結婚支援の充実（戦略９）」を展開するとしており、その達成に向け、総合的な結婚支
援の取り組みを展開しているところであり、その一環として、栃木県の結婚支援事業の基盤となる結婚支援センターを
運営するとともに、センター機能の強化により、会員数の増加、マッチング率の向上を目指すものである。

（本個別事業における現状と課題）

内容

○



とちぎ結婚支援センターの会員数（累計） 人 6,850（R5.12） 5,763（R4.12）

単位 目標値 現状値

婚姻率 上昇を目指す（R6） 3.8

KPI項目 単位 目標値 現状値

参考指標
※（注）５

項目 単位 直近の実績

合計特殊出生率 1.31（R3)
婚姻件数 件 7,127（R3）
婚姻率 3.8（R3）

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標　※（注）４

KPI項目

成婚者数（累計） 組 200(R4年度末) 159(R3年度末)
　

お引き合わせ成立者数（累計） 人 9143（R5.12） 7750（R4.12）

〈アウトカム〉

とちぎ結婚支援センター会員登録数（累計） 人 6,850（R5.12） 5,763（R4.12）
〈アウトプット〉

会員登録数に対するお引き合わせ成立者数の割合 ％ 140 135

（注）
１「対象経費支出予定額」には、本交付金の対象外経費を除いた対象経費支出予定額（補助率を乗じる前の額）を記入すること。また、金額の根拠となる資料（見積書
等）を添付すること。
２「自治体における少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け」には、次の①～③を記載すること。ただし、結婚新生活支援事業において、②③は記載
不要。
　①これまでの自治体における少子化対策の全体像及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情・課題と、それらを踏まえた、自治体における少子化対策の全体
　　像及びその中での本個別事業の位置付け
　②本個別事業が継続事業である場合はこれまでの事業実施状況及びその中で見つかった課題（新規事業である場合は不要）
　③本個別事業が新規事業である場合は地域における実情と課題への対応、継続事業である場合は本個別事業における現状と課題への対応
３「個別事業の内容」には、本個別事業の具体的内容を記載すること。
　※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の方向性を記載すること（結婚新生活支援事業においては記
載不要）。
　※事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名又は市町村名、事業名を記載すること（結婚新生活支援事業においては記載不要）。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、自治体の少子化対策全体のKPI及び定量的成果目標を達成予定時期を含め記載する
こと。また、各自治体は少なくとも令和５年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施すること。
５「参考指標」には、各自治体の合計特殊出生率、婚姻件数、婚姻率を記載すること。
６「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標」には、自治体における少子化対策の全体像の中での本個別事業の位置付けを踏まえ、KPI及び定量的成
果目標を達成予定時期を含め記載すること。また、各自治体において効果検証を実施すること。
　※過去に関連する事業を実施している場合は、過去に設定したKPIを踏まえたKPIを設定すること。
　※結婚支援センター事業を実施する場合は、参考として直近年度の「会員登録数」「引き合わせ成立者数」「カップル成立組数」「成婚数」を記載すること。
７「他自治体との連携・役割分担の考え方及び具体的方策」には、本個別事業を他の都道府県や市町村と連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記載
すること。
８「民間事業者との連携・役割分担の考え方及び具体的方法」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記入するこ
と。

他自治体との連携・役割
分担の考え方及び具体

的方法　※（注）７

・サテライトセンター(小山、足利、那須塩原市）と連携（周知広報、アクセス向上）。サテライトセンターや、県内全市町
で実施するイベントに関しては、HPに掲載するほか、会員にメールによる周知を行う。

民間事業者との連携・役
割分担の考え方及び具

体的方法　※（注）８

・企業内結婚サポーター加入を依頼する。また、結婚支援センター周知を依頼する。
・企業への協賛金の依頼をする。

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的

成果目標　※（注）６



個票

個票

）

○

個
別
事
業

番号 項目 内容
ステップ
アップ

KPI
設定

1

結婚支援コンシェ
ルジュを活用した
企業等と連携した
結婚支援

・企業内結婚サポーター（ボランティア）新規開拓
⇒　新規開拓はコンシェルジュ採用後通年行う。
⇒　企業リストは、まずは県庁や市町役所内でリストアップし、開拓する。また、企業だけでな
く業種ごとにも団体（（例）看護協会、農業団体等）にも声掛けを行う。
・イベント時にスキルアップセミナー（とも家事講座の併用開催含む）開催
⇒　交流会開催前にコミュニケーションセミナーやスキルアップセミナー等を開催。
・企業間・異業種間交流イベントの実施
⇒　県主催は年間８回を予定。６～２月頃に各１～２回。
⇒　20人程度を６回、30人程度を２回予定。但し、人数については、参加状況により増減可能
性あり。
・結婚支援センターの案内・登録促進
⇒　企業等への開拓時にセンターの案内も行い、職員に周知依頼予定。
⇒　交流イベント時にセンター職員がセンターの案内や相談受付を実施し、イベント参加者に
対してセンターへの登録を促進する。
・県内市町イベント時に結婚支援コンシェルジュ派遣
※飲食費や体験料等の参加者に還元する費用は当計画には含まない。（実費徴収）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け
※（注）２

（地域における実情と課題及び本個別事業の位置付け ）

＜地域における実情と課題＞
○栃木県においては、県の少子化対策をまち・ひと・しごと創生法第９条第1項に規定される計画として、「とちぎ創生
15（いちご）戦略」を策定し（令和2～6年度）、「とちぎで結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる
地域社会をつくる」ことを基本目標の一つとし、「結婚支援の充実（戦略９）」を掲げ、「結婚を前向きにとらえる意識の
醸成」「若い世代への出会いの機会の提供」の取組を推進することとしている。

○栃木県は、婚姻率が令和元年が4.5、令和４年で3.8（全国4.1）と経年的に低下しており、また、2020年国勢調査によ
ると、30～44歳の独身男性の女性超過率は34.2％であり、独身男性の多い県でもあるため、緊急に対策を講じる必要
がある。

○また、栃木県の令和４年の合計特殊出生率が1.24と過去最低を記録するなど少子化が深刻さを増していることか
ら、結婚から子育てまでの緊急対策として、３つの目指すべき姿、「若者の結婚の希望をかなえるとちぎ」「理想のとも
働き・とも育てを実現するとちぎ」「こども・子育て世帯にやさしいとちぎ」を掲げた「とちぎ少子化対策緊急プロジェクト」
を取りまとめ、合計特殊出生率の改善、ひいては人口減少問題の克服に向けた取組を強化することとした。

○女性が結婚相手に家事力や家事分担への姿勢を強く求めているほか、第２子以降の出生割合は夫の家事・育児時
間が長い方が高い傾向にあること等から、未婚のうちから男女が共に家事に取り組む意識の醸成を促す必要がある。

＜本個別事業の位置付け＞
○栃木県では、とちぎ結婚支援センターがマッチングシステムの取り組みを中心に、登録からお引き合わせまでオンラ
インで行えるようにするなど、利用者、特に女性のニーズに合ったデジタル化を進めてきたところである。加えて、非デ
ジタルのアプローチも積極的に行うため、新たに任命する結婚支援コンシェルジュを活用し、企業同士や異業種間の
独身者の交流会を活発化していく。
　なお、ハラスメントとならないよう配慮しながら、出会いの場を前面に押し出すのではなく、コミュニケーションの手法を
中心としたスキルアップセミナーや、それと一緒に結婚相手に求める家事力・家事姿勢を身につける家事講座も実施
するなど、心理的なハードルを下げる工夫をしながら取り組んでいく。

（本個別事業における現状と課題）

（課題への対応）

・結婚支援コンシェルジュを活用し、企業間（異業種間）交流会の開催
・企業訪問により、独身者交流会の開催提案、企業内結婚応援サポーターの依頼、独身者への結婚支援センターの
案内
・イベントの開催。イベント開催時に合わせて「コミュニケーションセミナー」等も実施。

年度

対象経費支出予定額
※（注）１ 2,072,730 円

実施期間 交付決定日 ～ 令和6年3月31日 事業開始年度

関 連 事 業 メ ニ ュ ー 1_1_4 企業等と連携した結婚支援

個 別 事 業 名 結婚応援企業掘り起こし＆マッチング事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

新規

区 分 一般メニュー

自治体名 栃木県 (都道府県： 栃木県

本事業の担当部局名 生活文化スポーツ部県民協働推進課

別紙様式第１　様式2-1 ②

（令和５年度当初） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

事 業 メ ニ ュ ー 地域結婚支援重点推進事業



（注）
１「対象経費支出予定額」には、本交付金の対象外経費を除いた対象経費支出予定額（補助率を乗じる前の額）を記入すること。また、金額の根拠となる資料（見積書
等）を添付すること。
２「自治体における少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け」には、次の①～③を記載すること。ただし、結婚新生活支援事業において、②③は記載
不要。
　①これまでの自治体における少子化対策の全体像及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情・課題と、それらを踏まえた、自治体における少子化対策の全体
　　像及びその中での本個別事業の位置付け
　②本個別事業が継続事業である場合はこれまでの事業実施状況及びその中で見つかった課題（新規事業である場合は不要）
　③本個別事業が新規事業である場合は地域における実情と課題への対応、継続事業である場合は本個別事業における現状と課題への対応
３「個別事業の内容」には、本個別事業の具体的内容を記載すること。
　※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の方向性を記載すること（結婚新生活支援事業においては記
載不要）。
　※事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名又は市町村名、事業名を記載すること（結婚新生活支援事業においては記載不要）。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、自治体の少子化対策全体のKPI及び定量的成果目標を達成予定時期を含め記載する
こと。また、各自治体は少なくとも令和５年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施すること。
５「参考指標」には、各自治体の合計特殊出生率、婚姻件数、婚姻率を記載すること。
６「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標」には、自治体における少子化対策の全体像の中での本個別事業の位置付けを踏まえ、KPI及び定量的成
果目標を達成予定時期を含め記載すること。また、各自治体において効果検証を実施すること。
　※過去に関連する事業を実施している場合は、過去に設定したKPIを踏まえたKPIを設定すること。
　※結婚支援センター事業を実施する場合は、参考として直近年度の「会員登録数」「引き合わせ成立者数」「カップル成立組数」「成婚数」を記載すること。
７「他自治体との連携・役割分担の考え方及び具体的方策」には、本個別事業を他の都道府県や市町村と連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記載
すること。
８「民間事業者との連携・役割分担の考え方及び具体的方法」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記入するこ
と。

他自治体との連携・役割
分担の考え方及び具体

的方法　※（注）７

・真岡市や鹿沼市など、民間のボランティアを活用して結婚支援をしている市町があるため、県独自で企業への勧誘を
行うほか、市町と連携し、市町から結婚支援に協力的な企業にセミナー参加を依頼する予定。

民間事業者との連携・役
割分担の考え方及び具

体的方法　※（注）８

・企業内結婚サポーター加入を依頼する。また、結婚支援センター周知を依頼する。
・企業同士のイベントの企業内独身者への周知、勧誘を依頼する。

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的

成果目標　※（注）６

スキルアップセミナー受講後、婚活に対し自信がついた参加者の割合 ％ 70
異業種交流セミナー参加従業員の満足度 ％ 70

　

〈アウトカム〉

　

スキルアップセミナー参加者数 人 210

KPI項目 単位 目標値 現状値

〈アウトプット〉

異業種交流セミナー参加企業数 社 24

参考指標
※（注）５

項目 単位 直近の実績

合計特殊出生率 1.24（R4)
婚姻件数 件 7,154（R4）
婚姻率 3.8（R4）

とちぎ結婚支援センターの会員数（累計） 人 6,850（R5.12） 5,763（R4.12）

【次年度以降に向けた事業の方向性】

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標　※（注）４

KPI項目 単位 目標値 現状値

婚姻率 上昇を目指す（R6） 3.8

※（注）３

2 　 　

業
の
内
容



個票

個票

）

【次年度以降に向けた事業の方向性】

・センター利用者の声を踏まえて業務の効率化を進めるとともに、センター運営の趣旨に賛同いただける企業・団体等を増やし、将来的に
センター運営を自走させることにより、結婚の希望をかなえる取り組みを継続的に実施できる体制づくりを進める。

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】

※（注）３

3 　
　

○

2 　 　

個
別
事
業
の
内
容

番号 項目 内容
ステップ
アップ

KPI
設定

1
結婚応援パスポー
ト

・とちぎ結婚応援カード（愛称「とちマリ」）　協賛店新規開拓
・とちぎ結婚支援婚シェルジュ活動時に合わせてとちマリ協賛店舗開拓
・婚姻届受付時に全員配布

　とちまり利用活性化のため、令和２年11月には、茨城県、群馬県と北関東3県連携での相互
サービスを開始し、令和４年９月には、栃木県のパートナーシップ宣誓制度に合わせ、とちマ
リでもサービスを開始するなど、幅広い活用を行ってきた。
　令和５年度は、企業への新規開拓をとちぎ結婚支援コンシュルジュが企業へのイベント依頼
を行う際にも合わせて行うほか、従来は婚姻届受付時にチラシを配布するのみであったが、
申請書の記載、カードの配布まで進めるなど、さらに踏み込んだ開拓と利用促進を図ってい
く。

○

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け
※（注）２

（地域における実情と課題及び本個別事業の位置付け ）

＜地域における実情と課題＞
○栃木県においては、県の少子化対策をまち・ひと・しごと創生法第９条第1項に規定される計画として、「とちぎ創生
15（いちご）戦略」を策定し（令和2～6年度）、「とちぎで結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる
地域社会をつくる」ことを基本目標の一つとし、「結婚支援の充実（戦略９）」を掲げ、「結婚を前向きにとらえる意識の
醸成」「若い世代への出会いの機会の提供」の取組を推進することとしている。

○栃木県は、婚姻率が令和元年が4.5、令和3年で3.8（全国4.1）と経年的に低下しており、また、2020年国勢調査によ
ると、30～44歳の独身男性の女性超過率は34.2％であり、独身男性の多い県でもあるため、緊急に対策を講じる必要
がある。

＜本個別事業の位置付け＞
○新婚夫婦や結婚を予定しているカップルを対象に特典サービスが受けられる「とちぎ結婚応援カード（愛称「とちマ
リ」）」をとちぎ未来クラブが発行し、企業と協力して新婚世帯等を応援する（経済的負担軽減に繋げる）とちもに、社会
全体で「結婚」を応援する機運の醸成を図っている。

（本個別事業における現状と課題）

　社会全体で「結婚」を応援する機運の醸成を図るとともに、経済的負担軽減に繋げる役割も併せて持っているが、コ
ロナ禍の中で協賛企業が減少している。

（課題への対応）

・チラシ、ノボリ、HPなどによる周知広報
・市町と連携した企業の新規開拓
・市町での婚姻届提出時に配布、周知

年度

対象経費支出予定額
※（注）１ 2,010,000 円

実施期間 交付決定日 ～ 令和6年3月31日 事業開始年度 平成28

関 連 事 業 メ ニ ュ ー 1_1_5 結婚応援パスポート

個 別 事 業 名 とちぎ結婚応援カード事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

区 分 一般メニュー

自治体名 栃木県 (都道府県： 栃木県

本事業の担当部局名 保健福祉部こども政策課

別紙様式第１　様式2-1 ③

（令和５年度当初） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

事 業 メ ニ ュ ー 地域結婚支援重点推進事業



（注）
１「対象経費支出予定額」には、本交付金の対象外経費を除いた対象経費支出予定額（補助率を乗じる前の額）を記入すること。また、金額の根拠となる資料（見積書
等）を添付すること。
２「自治体における少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け」には、次の①～③を記載すること。ただし、結婚新生活支援事業において、②③は記載
不要。
　①これまでの自治体における少子化対策の全体像及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情・課題と、それらを踏まえた、自治体における少子化対策の全体
　　像及びその中での本個別事業の位置付け
　②本個別事業が継続事業である場合はこれまでの事業実施状況及びその中で見つかった課題（新規事業である場合は不要）
　③本個別事業が新規事業である場合は地域における実情と課題への対応、継続事業である場合は本個別事業における現状と課題への対応
３「個別事業の内容」には、本個別事業の具体的内容を記載すること。
　※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の方向性を記載すること（結婚新生活支援事業においては記
載不要）。
　※事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名又は市町村名、事業名を記載すること（結婚新生活支援事業においては記載不要）。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、自治体の少子化対策全体のKPI及び定量的成果目標を達成予定時期を含め記載する
こと。また、各自治体は少なくとも令和５年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施すること。
５「参考指標」には、各自治体の合計特殊出生率、婚姻件数、婚姻率を記載すること。
６「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標」には、自治体における少子化対策の全体像の中での本個別事業の位置付けを踏まえ、KPI及び定量的成
果目標を達成予定時期を含め記載すること。また、各自治体において効果検証を実施すること。
　※過去に関連する事業を実施している場合は、過去に設定したKPIを踏まえたKPIを設定すること。
　※結婚支援センター事業を実施する場合は、参考として直近年度の「会員登録数」「引き合わせ成立者数」「カップル成立組数」「成婚数」を記載すること。
７「他自治体との連携・役割分担の考え方及び具体的方策」には、本個別事業を他の都道府県や市町村と連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記載
すること。
８「民間事業者との連携・役割分担の考え方及び具体的方法」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記入するこ
と。

他自治体との連携・役割
分担の考え方及び具体

的方法　※（注）７

・宇都宮市と連携し、企業の新規開拓を行う。
・茨城県、群馬県と3県で使えるパスポートとして連携中。

民間事業者との連携・役
割分担の考え方及び具

体的方法　※（注）８

・民間事業者にとちマリ協賛店加盟を依頼する。

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的

成果目標　※（注）６

デジタル版カード登録件数 枚 19300 18592
（R4.12）

　

〈アウトカム〉

　

協賛店舗数 店舗 300 265

KPI項目 単位 目標値 現状値

〈アウトプット〉

　 （R4.12）

参考指標
※（注）５

項目 単位 直近の実績

合計特殊出生率 1.31（R3)
婚姻件数 件 7,127（R3）
婚姻率 3.8（R3）

とちぎ結婚支援センターの会員数（累計） 人 6,850（R5.12） 5,763（R4.12）
少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標　※（注）４

KPI項目 単位 目標値 現状値

婚姻率 上昇を目指す（R6） 3.8



個票

個票

）

別紙様式第１　様式2-1 ⑥

（令和５年度当初） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

事 業 メ ニ ュ ー 結婚_妊娠・出産_子育てに温かい社会づくり_機運醸成事業

区 分 一般メニュー

自治体名 栃木県 (都道府県： 栃木県

本事業の担当部局名 県民生活部人権・青少年男女参画課

関 連 事 業 メ ニ ュ ー 3_1_1 男性の家事・育児参画促進、配偶者の出産直後の男性の休暇取得促進

個 別 事 業 名 男性の家事分担促進事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

新規

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け
※（注）２

（地域における実情と課題及び本個別事業の位置付け ）

＜地域における実情と課題＞
〇栃木県においては、まち・ひと・しごと創生法第９条第１項に規定される都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略とし
て、平成27年～平成31年を計画期間として策定した「とちぎ創生１５（いちご）戦略」（以下「旧１５戦略」という。）におい
て、人口減少対策・少子化対策について、推進していくこととした。昨年度からは、令和２年～６年を計画期間とする「と
ちぎ創生１５（いちご）戦略（第２期）」（以下「新１５戦略」という。）として、旧１５戦略の結果と課題を踏まえ、施策を推進
していくこととしている。

その中で、機運醸成の取組について、栃木県における現状は以下のとおりである。
○少子化
・総人口は、平成17年の約201万7千人をピークに減少している。
・合計特殊出生率は、昭和50年以降は低下傾向にあり、令和２年は1.34と人口置換水準（2.07～2.08）を大きく下回っ
ている。
○ワーク・ライフ・バランス
・令和元年度の県の意識調査によれば、男女ともに理想では「仕事と生活の両方を重視」が最も高いが、現実では、男
性は「仕事優先」、女性は「生活優先」の割合が最も高くなっている現状がある。

栃木県「新１５戦略」においては、「とちぎで結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる地域社会を
つくる」ことを基本目標の一つとし、「結婚支援の充実（戦略９）」「妊娠・出産、子育ての切れ目のない取組（戦略10）」
「多様な人材が活躍できる環境づくり（戦略11）」という戦略を掲げ、本事業に係る戦略11について、以下の取組を推進
することとしている。
・多様で柔軟な働き方とワーク・ライフ・バランスの推進
・女性・高齢者・障害者等の活躍推進

＜本個別事業の位置付け＞
○男性の家事分担促進事業
栃木県では、「新１５戦略」において、多様で柔軟な働き方とワーク・ライフ・バランスの推進の取組を展開することとし
ており、本個別項目はその一環として、男女がともに家事に参加できる機運を醸成し、男性の家事参画を促進する取
組である。

（本個別事業における現状と課題）

（課題への対応）

県内企業等が実施する男性の家事参画取組を把握・支援することにより、男性の家事参画のきっかけをつくるととも
に、企業内の意識改革を図ることにより、男女が協力して家事や子育てをする家庭環境の構築を促進し、女性が就業
を継続出来る社会の実現を目指す。

年度

対象経費支出予定額
※（注）１ 1,249,809 円

実施期間 交付決定日 ～ 翌年度末日 事業開始年度

番号 項目 内容
ステップ
アップ

KPI
設定

1 実施内容（１）

○企業への家事分担啓発講座の実施
・企業等へ家事分担を啓発する講師を派遣し、講座を開催する。対象は本県のとちぎ女性活
躍応援団の登録団体、男女生き活き企業認定企業等を想定している。また、開催時期はＲ４
年７月～Ｒ５年２月にかけて想定しており、企業数は８団体(1社あたり20名)程度を想定してい
る。講座内容は家事分担を啓発するもので、併せて２時間程度の家事講座も実施する。



2 実施内容（２）

○講座受講企業への参加者アンケート実施
・講座を行った企業においてアンケート調査を実施し、企業内における男性社員の家事分担
の取組状況と課題の抽出を行う。
※アンケートでは、{「企業内でどのような取組を行うと家事分担が促進されるか。現状どのよ
うな点が家事分担の障壁になっているか。」等を調査する。

○

個
別
事
業
の
内
容

※（注）３ 3

％ 上昇を目指す(R6) 4.3(H30)
とちぎ結婚支援センターの会員数（累計） 人 7,680(R6) 3,538(H30)

【次年度以降に向けた事業の方向性】

本事業で行うアンケート結果の意見を参考に、Ｒ４（2023）年に作成を行った「とちぎのKAJIDANブック」の更新を行うことで、よりワーク・ライ
フ・バランスの推進に役立てられるような内容としたい。

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】

特になし

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標　※（注）４

KPI項目 単位 目標値 現状値

婚姻率

14.0(R5)  8.9(H30)男性の育児休業取得率 ％

参考指標
※（注）５

項目 単位 直近の実績

合計特殊出生率 ％ 1.31（R3)
婚姻件数 件 7,127（R3）
婚姻率 ％ 3.8（R3）

KPI項目 単位 目標値 現状値

〈アウトプット〉

募集参加者数に対する参加割合 ％ 90
講座参加者数 人 150以上

〈アウトカム〉

受講後アンケートで、家事分担に取り組みたいと思ったと答えた ％ 70以上
参加者の割合

（注）
１「対象経費支出予定額」には、本交付金の対象外経費を除いた対象経費支出予定額（補助率を乗じる前の額）を記入すること。また、金額の根拠となる資料（見積書
等）を添付すること。
２「自治体における少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け」には、次の①～③を記載すること。ただし、結婚新生活支援事業において、②③は記載
不要。
　①これまでの自治体における少子化対策の全体像及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情・課題と、それらを踏まえた、自治体における少子化対策の全体
　　像及びその中での本個別事業の位置付け
　②本個別事業が継続事業である場合はこれまでの事業実施状況及びその中で見つかった課題（新規事業である場合は不要）
　③本個別事業が新規事業である場合は地域における実情と課題への対応、継続事業である場合は本個別事業における現状と課題への対応
３「個別事業の内容」には、本個別事業の具体的内容を記載すること。
　※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の方向性を記載すること（結婚新生活支援事業においては記
載不要）。
　※事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名又は市町村名、事業名を記載すること（結婚新生活支援事業においては記載不要）。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、自治体の少子化対策全体のKPI及び定量的成果目標を達成予定時期を含め記載する
こと。また、各自治体は少なくとも令和５年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施すること。
５「参考指標」には、各自治体の合計特殊出生率、婚姻件数、婚姻率を記載すること。
６「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標」には、自治体における少子化対策の全体像の中での本個別事業の位置付けを踏まえ、KPI及び定量的成
果目標を達成予定時期を含め記載すること。また、各自治体において効果検証を実施すること。
　※過去に関連する事業を実施している場合は、過去に設定したKPIを踏まえたKPIを設定すること。
　※結婚支援センター事業を実施する場合は、参考として直近年度の「会員登録数」「引き合わせ成立者数」「カップル成立組数」「成婚数」を記載すること。
７「他自治体との連携・役割分担の考え方及び具体的方策」には、本個別事業を他の都道府県や市町村と連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記載
すること。
８「民間事業者との連携・役割分担の考え方及び具体的方法」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記入するこ
と。

他自治体との連携・役割
分担の考え方及び具体

的方法　※（注）７

特になし

民間事業者との連携・役
割分担の考え方及び具

体的方法　※（注）８

本課運営の女性活躍応援サイト（ウーマンナビ）を使用した開催情報や結果の情報共有、広報の協力

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的

成果目標　※（注）６


